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いて、近年の主に Off-JT に関する動向を見る。
既に本シリーズの（1）で厚生労働省「就労条件
総合調査」を用いて、1990 年代半ば以降、教育
訓練費の現金給与総額に対する比率が大きく減
少したことを指摘したが、そうした傾向を再確
認することになる。
　最後の第 5 節「おわりに」は全体の要約に充
てられる。

２．人的資本投資の理論

（１）　職業訓練投資決定の理論 − ベッカーモ
デル

　人的資本投資（investments in human capital）
とは、「人々の（中にある）資源を増やすこと
で、将来の金銭的、心理的所得に影響を及ぼす
活動」の総称である。その具体例は、学校教育

（schooling）、職業訓練（on-the-job training）、
医療（medical care）、移住（migration）、価格
や所得に関する情報の探索など多岐にわたる

（Becker 1993、p. 11）。なお、“on-the-job train-
ing”（OJT）とは「仕事をしながら身に付けて
いく訓練」が原義で、ベッカーも職業訓練投資
について述べる際、ほぼ一貫してこの用語を用
いている 1）。しかし、職業訓練の分野では OJT
と Off-JT という 2 種類の訓練方法を対比させつ
つ、それらをともに包含する概念として職業訓
練、教育訓練、能力開発等の用語を用いている
こと、ベッカーらの分析は OJT のみならず、多
くの Off-JT にも妥当することから、本稿では
ベッカーモデルも含め、「（職業）訓練投資」と
いう言葉を、OJT、Off-JT の両方を含むものと
して用いる。

１．はじめに

　本シリーズの（3）では「労働力人口と人手不
足」として、日本の長期的な労働力人口の推移、
とりわけ 1990-2020 年には高齢者や女性の労働
力参加の増加によって労働力人口の減少は避け
られたが、今後 2020-2050 年には 75 歳未満の
全ての年齢階層で人口が減るため、今より 1 割
強から 2 割強、労働力人口が減ると見込まれる
こと、また、一部の労働集約的な産業では 2010
年代以降、人手不足が深刻化していることを明
らかにした。それを受けて、本稿では労働力の
質的な側面、すなわち人的資本の動向について
明らかにする。
　まず、第 2 節「人的資本投資の理論」では、
有名なベッカーモデルをはじめとして、人的資
本投資の基礎理論について説明する。その中心
は、ベッカーモデルの有名な含意に反して、な
ぜ企業は一般訓練の投資費用を負担するのかと
いう点について、さまざまな説明を紹介する。
　ついで、第 3 節「各種職業訓練の間の関係と
雇用形態別の状況」では、OJT と Off-JT、自己
啓発など各種の職業訓練の雇用形態別実施状況
や各種職業訓練間の相関関係について明らかに
する。特に、非正規雇用は正規雇用と比べ、い
ずれの職業訓練の種類でも実施割合が劣ってい
るというだけでなく、キャリアを通じた職務内
容の高度化があまり見られないこと、それが各
種職業訓練の実施率の低さにつながっているこ
とを指摘する。
　第 4 節「「賃金停滞期」の日本における職業訓
練の動向」では、厚生労働省「能力開発基本調
査」と総務省統計局「就業構造基本調査」を用
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　その結果、ベッカーのように「学校教育」
（schooling）と“on-the-job training”を明確に
区別する立場とは異なるが、実際に企業に雇用
されて働く場合、OJT も就労を離れて行われる
Off-JT もともに行われていることを考えると、
両者を同時に扱う方が自然と考える。また、雇
用関係を継続しながら学校に通学することは一
般的とまでは言えないが、専門学校等での科目
履修や通信教育、e-ラーニング等を企業の費用
援助を受けながら受講することはそれほど珍し
くない。また、正式な雇用関係の下でなくとも、
ドイツのデュアル・システムや日本の製造業大
企業の企業内訓練校（トヨタのトヨタ工業学園
など）のように、教育訓練修了後に正式な雇用
契約に移行することが予定されている事例もあ
る 2）。むしろ、通常の学校教育と職業訓練に大
きな違いがあるとすれば、学校教育の投資決定

（ただし、義務教育を超えた高等教育の場合）は
本人（と親）によってなされるのに対し、雇用
関係を前提として職業訓練が行われる場合は、
投資決定が労働者本人と雇用主の双方によって
なされる点に注目すべきであると考える。
　では、人的資本投資理論をフォーマルなモデ
ルで示した Becker（1962）の職業訓練投資に関
する部分の概要を以下に示そう 3）。
　雇用契約の開始時、第 0 期にのみ訓練投資は
行われ、その期の限界価値生産性は v0、支払わ
れる賃金は w0 とする。訓練投資に要する直接
費用は k である。その後、第 1 期以降、n-1 期
まで雇用関係が継続し、各期の限界価値生産性
は vt、 賃 金 は wt で あ る と す る（t=1,2,3,…, 
n-1）。雇用期間を通じて企業の収入と費用は等
しくなると仮定すると（完全競争均衡を想定）、
収入と費用の割引現在価値の均衡条件は以下の
ようになる（次式で、i は現在価値への割引率）。

　v0+ ∑　 vt

（1+i）t =w0+ ∑　 wt

（1+i）t +k�（1）

ここで第 1 期以降の企業のレント（第 1 期以降
の v と w の差額の合計）R は、

　R≡∑　 vt-wt

（1+i）t � （2）

である。また、訓練投資に伴う直接費用は k で
あるが、それとは別に機会費用も発生する。仮

n -1
t＝1

n -1
t＝1

n -1
t＝1

に第 0 期に訓練投資を行わなければ、当期の限
界価値生産性は v0 ではなく v0' であったとしよ
う（訓練に時間が割かれる分、本来の就労が犠
牲になるとすれば、v0＜v0'）。この場合、機会費
用は v0' －v0 となり、直接費用と機会費用を合
わせた訓練費用 C は、

　C＝k＋（v0' －v0）� （3）

になる。
（2）と（3）を（1）に代入すると、

　w0＝v0＋R－k� （4）

または、

　w0＝v0' ＋R－C� （5）

が得られる。
　上の（4）式は、訓練期間中である第 0 期の賃
金（w0）と限界価値生産性（v0）の関係を示し
ており、その大小関係がどうなるかは、第 1 期
目以降の企業のレント（R）と第 0 期の訓練の
直接費用（k）の大小関係次第であることを示
している。同様に（5）式は、第 0 期の賃金（w0）
と訓練を受けなかった場合の限界価値生産性

（v0'）の関係を示しており、その大小関係がど
うなるかは、第 1 期目以降の企業のレント（R）
と第 0 期の訓練の直接費用と機会費用の合計額

（C）の大小関係次第であることを示している
（Becker 1962、pp. 11-12）。
　ここでベッカーは訓練に関して 2 つのタイプ
を提示する。一つは「一般訓練」、もう一つは

「特殊訓練」である。さらにそれぞれについて、
「完全な場合」と「そうでない場合」についても
言及している。
　まず、一般訓練（general training）とは、「そ
れを提供する企業以外の多くの企業にとっても
有用である訓練」である。例えば、軍隊で訓練
を受けた機械工の技能は鉄鋼や航空機の企業で
も有用であり、また、ある病院でインターンを
経験した医者は他の病院でもその技能が有用で
あろう。ただし、ベッカーはこうしたケースと
は別に「完全に一般的な訓練」（“perfectly gen-
eral” training）を定義する。それはこの訓練を
提供する企業以外の「多くの企業にとっても有
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受けなかった場合の生産性）になる。なぜなら
この労働者の生産性は特殊訓練によって v0' よ
り高いはずであるが、特殊訓練で上がった能力
は他企業では全く役に立たず、他企業にとって
この労働者にオファーできる賃金の上限は v0'
となるからである。すなわち、w0＝v0' となる。
このように特殊訓練が行われても労働者の賃金
は全く上がらないとなると、労働者には訓練費
用を負担する理由がなく、企業が全ての訓練費
用を負担することになる。（5）式を用いれば、
R＝C となり、長期的な完全競争均衡では企業
は訓練から得られるレントを訓練の総費用に費
消することになる。
　しかし、ここでベッカーは、「完全に一般的な
訓練」の場合と同じようにレントがゼロになっ
て、（5'）式が示すように労働者が全ての訓練費
用を負担することはないのかと問う。労働者ま
たは企業が特殊訓練の費用を負担するかどうか
は、労働移動の可能性に依存するというのがそ
の答えである。企業が投資費用を負担した後、
労働者が離職すれば企業は投下費用を回収でき
ないし、逆に労働者が投資費用を負担した後、
企業に解雇されれば労働者は投下費用を回収で
きない。通常の完全競争労働市場モデルではこ
うした問題は起きないが、企業特殊訓練が存在
すると企業または労働者に労働移動コストを生
じさせるのである（Becker 1962、pp. 18-19）。
ベッカーが提案する解決策は、訓練終了後の労
働者に他企業で得られるよりも高い賃金を払う
ことで労働者の離職を抑止できるというもので
ある。これは訓練からの収益（R）の一部を労
働者とシェアすることになるが、訓練費用（C）
の一部を労働者に負担させることもできる。こ
うして特殊訓練の費用と収益を企業と労働者の
双方がシェアすることで雇用関係解消のリスク
を下げることができる。さらに、ベッカーは特
殊訓練のウェイトが大きいと生産性の変動に対
して雇用変動がより安定的になることも指摘す
る（Becker 1962、pp. 20-23）。

（２）　企業特殊訓練と長期雇用
　Ehrenberg and Smith（1985）は、その学部学
生用の労働経済学の教科書の中で、前項のベッ

用で、これら全ての企業で同じだけ限界生産性
を引き上げる」場合である。この場合、労働者
の生産性（v）が他企業にも知られ、労働市場
が完全競争的であれば、この労働者の賃金（w）
は v と一致するまで引き上げられるため、「完
全な一般訓練」を提供する企業は訓練からのレ
ントを享受することができない。このような場
合、もし企業が訓練を提供するとしたら、それ
は企業が訓練費用を全く負担しない（つまり、
労働者が全ての費用を負担する）場合に限られ
るというのがベッカーの結論である（Becker 
1962、pp. 12-13）。先に導入した（4）式、（5）
式を使えば、完全な一般訓練の場合、R=0 なの
で、

　w0＝v0－k� （4'） 
　w0＝v0' －C� （5'）

となる。つまり労働者は 0 期目の実際の生産性
より、訓練の直接費用分だけ低い賃金を享受す
ることで（（4'）式）、また、労働者は 0 期目に
訓練をしない場合の生産性より、機会費用も含
めた訓練の全費用分だけ低い賃金を享受するこ
とで（（5'）式）訓練費用を負担することになる。
　つぎに、特殊訓練（specific training）とは、

「それを提供した企業の方が（それ以外の企業よ
り）生産性を大きく上げるような訓練」であり、

「完全に特殊な訓練」（completely specific train-
ing）とは、「（訓練を受けた企業では）有益で
も、他企業では何ら生産性への効果がない訓練」
のことである。例えば、軍隊では民間部門で有
用な訓練も提供しているが、宇宙飛行士、戦闘
機パイロット、ミサイル発射要員など民間部門
ではあまり役に立たない訓練も提供している。
また、企業は通常、新規に採用した労働者が組
織に慣れるための訓練も行っており、それに
よって得られた知識は特殊訓練を構成する。さ
らに、企業は労働者を新たに採用した後、その
能力や潜在性を知るためにさまざまな情報探索
活動（テスト、部門間異動、試行錯誤など）を
行うが、それらの結果を他企業に知らせなけれ
ば特殊投資となる（Becker 1962、pp. 17-18）。
　「完全に特殊な訓練」の場合、労働者が受け取
る賃金は訓練投資量からは独立で、v0'（訓練を
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も他社でも v2である。他社もそのことを知って
いるなら（完全情報の前提）、賃金は w2＝v2 と
なるはずである。なぜなら現在の企業が w2＜v2
の賃金をオファーすれば、他社は w2＝v2 とな
るまで w2 を競り上げてこの労働者を引き抜こ
うとするからである（完全競争の前提）。すなわ
ち、2 期目の賃金は w2＝v2 で決まり、訓練投資
からの収益（v2－v0）は全て労働者が享受する
ことになる。さらに、労働市場が完全競争的（完
全情報も含む）なら、企業にとって 2 期間を通
算したレントはゼロ、すなわち（v1－w1）＋（v2
－w2）＝0 なので、w2＝v2 から w1＝v1 が導かれ
る。したがってこの企業が 1 期目の訓練投資費
用（v0－v1）を負担する理由はなく、全て労働
者が費用を負担する。以上をまとめると、訓練
投資が一般投資の場合、賃金は w1＝v1、w2＝v2
で決まり、訓練費用は全て労働者が負担し、訓
練収益も全て労働者が享受することになる。す
なわち企業が一般訓練投資の費用を負担するこ
とはない。
　つぎに、企業特殊訓練の場合を見てみよう（図
1 のパネル b）。この場合も 2 期目の賃金（w2）
がどう決まるかから見る。企業特殊訓練の場合、
2 期目の生産性は現在の企業では v2 であるが、
他社では v0 である。したがって現在の企業は、
w2＞v0 の賃金を支払う限り他社からこの労働
者を引き抜かれるおそれはない。また、w2＜v2
であるならこの労働者を解雇する理由もない。
すなわち、2 期目の賃金は、v0＜w2＜v2 となる

カーモデルにおける一般訓練と特殊訓練それぞ
れの賃金プロファイルの違い、とりわけ特殊訓
練の場合、訓練費用と収益を企業と労働者が
シェアすることで長期雇用がもたらされること
を単純な設定のモデルで明解に説明している。
内容的には重複するが図 1 を用いて紹介してお
きたい。
　労働者は企業で 2 期間働き、1 期目は訓練を
受けながら就労し、訓練終了後の 2 期目は就労
に集中する。訓練を受けない場合の労働者の限
界価値生産性は v0、訓練期間中は v1、訓練終了
後は v2 とする（以下、v、w、w に関する変数
は、割引率は付けていないが全て割引現在価値
であるとする）4）。訓練期間中は就労が制限され
るので生産性は低下し、訓練後は生産性が上昇
するので、v1＜v0＜v2 となる。なお、労働者は
訓練を受けない場合、あるいは受けてもそれが
他社で通用しない場合は、労働市場での価値は
v0 であり、その金額で他社で働く用意はあるも
のとする。したがって労働の機会費用（w）は
v0 と一致する。ベッカーの議論は、この場合、
訓練の性格が一般的であるか企業特殊的である
かによって、訓練期間中の賃金（w1）と訓練終
了後の賃金（w2）の v1、v2 に対する大小関係が
異なるというものである。
　まず、一般訓練の場合を見てみよう（図 1 の
パネル a）。2 期目の賃金（w2）がどう決まるか
から見る。この労働者は 1 期目に一般訓練を受
けているので、2 期目の生産性は現在の企業で

図 1　一般訓練の場合と特殊訓練の場合の賃金プロファイル

資料出所：Ehrenberg and Smith（1985）pp. 136-137 の説明を基に筆者作成
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一般訓練の費用負担は全て労働者が行うという
きわめてシャープな含意自体、その現実的な意
義が損なわれかねない。
　そうした中で、1990 年代後半からベッカーモ
デルの批判的再検討が行われようになった。中
でも Baron and Kreps（1999）の 15 章は、企業
が労働者の訓練に投資する理由等について単純
かつ包括的な経済モデルを用いて説明しており
参考になる点が多い。
　バロン、クレップスの基本的な考え方は、企
業はそうすることが自社の利益を増やすなら
ば、労働者を訓練しさらにその費用を負担する
というものである。ここで、訓練に要する費用
を C、訓練の結果、企業が得る付加価値の増分
を∆v（原典では B：企業にとっての gross ben-
efits）、訓練後に労働者が受け取る賃金の増分を
∆w（原典では S）とする（なお∆v、∆w、C は
いずれも期待現在価値とする。Baron and Kreps 
1999、pp. 372-373）。この場合、

　∆v－∆w＞C� （6）

ならば企業は労働者に訓練投資を行い、その費
用を全額負担する。
　ここで、まず 2 つの極端なケースについて見
る。①一つは、∆w＝0、すなわち訓練後も賃金
が変わらない場合である。この場合、労働者側
に訓練を受けるメリットはなく、訓練費用は負
担しない。ただし、∆v＞C であれば、企業は自
らの費用負担で企業特殊訓練なら行うであろ
う。（一般訓練を行うと、労働者は他社にとって
も有用な訓練を受けながら賃金上昇がなければ
他社に転職し、元の企業は費用を負担した分、
損をしてしまうから。）②もう一つは、∆v＝∆w、
すなわち付加価値の増分が全て賃金引き上げに
使われる場合である。この場合、企業は訓練費
用を負担しないが、労働者は∆w＞C であるなら
訓練費用を負担する用意がある（ただし、労働
者は C の費用を負担するために何らかの方法で
資金を調達する必要がある）。ちなみにこれは、
前掲図 1-a の一般訓練の場合に相当する。
　③第三に、これら両極端のケースの間に、0＜
∆w＜∆v、すなわち、訓練後に労働者の賃金は上
がるが、付加価値の増分は下回る場合がある。

ように決まる。このように賃金が決まれば、2
期目に労働者が離職して他社に転職することは
ないし、企業から労働者を解雇することもない。
つまり訓練投資からの収益は企業（v2－w2）と
労働者（w2－v0）の間でシェアされることにな
る。さらに企業のレントがゼロとの条件（（v1－
w1）＋（v2－w2）＝0）から、v2＞w2 なら v1＜w1
となる。したがって、1 期目の賃金は v1＜w1＜
v0 となるように決まり、訓練投資費用も企業

（w1－v1）と労働者（v0－w1）の間でシェアさ
れることになる。こうすることによって、企業
はせっかく投資しても労働者が 2 期目に辞職し
てしまうリスク、また労働者もせっかく投資し
ても企業に解雇されてしまうリスクをともに避
けることができる。以上をまとめると、訓練投
資が企業特殊訓練の場合、賃金は v1＜w1＜v0、
v0＜w2＜v2 となるように決まり、訓練費用も訓
練収益も企業と労働者の間でシェアされること
になる。

（３）　企業は常に一般訓練の費用を負担しない
のか？ − バロン、クレップスの説明

　1990 年代前半くらいまで、労働経済学の界隈
でベッカーモデルに関して燻っていた疑問が 2
つある。一つは、一般訓練と特殊訓練の定義、
差異に関するものである。現実に企業（と労働
者が）行っているさまざまな職業訓練のうち、
何がどれくらい一般的なのか、あるいは特殊的
なのかをどう判断すべきなのかという疑問であ
る。もう一つは、一般訓練の費用負担は全て労
働者が行い、企業は一切負担しないと言うが、
現実には企業も費用負担をしているのではない
かという疑問である。これら 2 つの疑問は実は
関連している。ベッカーは、一般訓練の純粋理
念型はどこの企業でも全く同じ生産性上昇効果
を持ち、特殊訓練の純粋理念型は訓練実施企業
でのみ生産性上昇効果があり他企業では一切そ
うした効果がないとして理論的な含意を導いて
いる。しかし、一方で、「多くの職業訓練は完全
に特殊的でも完全に一般的でもない」と述べて
いる（Becker 1962、p. 17）。つまり、多くの場
合、ある程度は一般的であり、ある程度は特殊
的であるということになる。そうであるなら、
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労働者が訓練を受けなかった他の労働者に訓練
内容を教えたりする効果、選抜された労働者の
みが研修を受ける場合、選抜されなかった労働
者も同様の内容を自発的に学ぼうとする効果な
どが考えられる。また、選抜された労働者が特
別な研修等の機会を与えられ、その後の昇進や
キャリアで優遇されるなら、他の労働者もそう
した扱いを受けたいと思い選抜対象となるよう
努力するきっかけになるかもしれない（シグナ
リング効果）。さらに、従業員への教育プログラ
ムが充実しているとの評価が定着すれば、当該
企業の製品やサービスに対する顧客や取引先企
業の評価が高まる可能性もある。総じて、企業
の労働者訓練や能力開発に関する政策は当該企
業の文化や戦略に関するメッセージを企業の内
外に発信することになる。
　バロン、クレップスによるリストの第 2 は、
∆v－∆w に影響する要因である。通常、訓練を
受けた労働者は生産性が高くなり賃金も上がる
ので、企業は訓練による付加価値上昇分（∆v）
の全てを享受することはできず、賃金上昇分を
差し引いた訓練の純便益の現在価値（net pres-
ent value of training benefits、∆v－∆w）を訓練
費用（C）と比較する。この際、上で見た①と
②の中間的なケース③　0＜∆ w＜∆v では、訓練
からの付加価値の増分（∆v）の分配は労働者側

（∆w）と企業側（∆v－∆w）がシェアするがその
分配割合は不確定であるとした。一方、訓練が
一般的なものであれば②で見たように∆v＝∆w

となり、訓練からの付加価値の増分の分配は全
て労働者のものとなる。
　ここから∆v－∆w に影響する要因として、訓
練内容が一般的であるか企業特殊的であるかが
重要な役割を果たすことになるが、バロン、ク
レップスはベッカーの一般訓練の定義には注意
が必要であると指摘する。既に第 2 節（1）で見
たようにベッカーは「一般訓練」について 2 通
りの定義をしている。一つは「完全に一般的な
訓練」（perfectly general training）で「多くの
企業にとって等しく有用な訓練で、これら全て
の企業で限界生産物が同じだけ上がる」もので
ある（Becker 1962、p.13）。これに対し、（より
緩やかな意味での）「一般訓練」は「訓練を提供

この場合、労働者は∆w（＞0）を上限として訓練
費用を負担する用意があり、企業は∆v－∆w

（＞0）を上限として訓練費用を負担する用意が
ある。結論的には、訓練が行われるためには∆v

＞C が必要条件であるが、訓練からの付加価値
の増分（∆v）の分配は労働者側（∆w）と企業側

（∆v－∆w）がシェアすることになり、その分配
割合は不確定である。ちなみにこれは、前掲図
1-b の企業特殊訓練の場合に相当する。
　バロン、クレップスは訓練収益の分配割合に
影響する要因として、∆v に影響する要因、∆v－
∆w に影響する要因、C に影響する要因の 3 つ
に大別してそれぞれ説明しているが、以下では
それらの内容を簡単に要約する。
　第 1 に、∆v に影響する要因は多数ある。経済
学的に明らかなものとして、労働者の今後予想
される勤続年数（これは年齢などの個人属性や
地域特性のほか、企業の人事制度の役割も重
要）、労働者の訓練前の技能の希少性、労働者が
現在保有する技能と訓練によって身につく技能
との補完性の程度の 3 つがある。また、それほ
ど自明ではない要因として、訓練が持つ「贈り
物交換」の側面（gift-exchange aspects）や採
用面への効果、さらに訓練の外部効果として、
他の労働者へのシグナル、顧客やサプライヤー
へのシグナル、組織文化の強化などがある（Bar-
on and Kreps 1999、pp. 373-380）。
　これらのうち、贈り物交換としての訓練とは、
企業が自らの負担で（労働者にとって貴重で、
かつ他社でも通用するような）訓練投資をあえ
て行うと、労働者は高価なプレゼントを貰った
ように感じ、その「お返し」として精一杯働く
ようになる（あるいは一般訓練投資であっても
辞めない）といった効果を指している。また、
採用面への効果とは、充実した訓練プログラム
を有する企業は、そうした訓練を受けたいと希
望する者（たぶん潜在能力が高く、将来成功し
たいという向上心が強い可能性がある）の応募
を増やすかもしれない（スクリーニング効果）。
　訓練の外部効果とは、ある労働者に対する訓
練が当該労働者の生産性を直接高める効果では
なく、他の労働者や企業全体の生産性を間接的
に高める効果という意味である。訓練を受けた
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る。労働者の引き抜き、あるいはその可能性が
彼の賃金を引き上げるとの推論は、本人や現在
の勤務先企業のみならず他の企業も、個々の労
働者の生産性（v）について、一般訓練による
ものか企業特殊訓練によるものかも含め知って
いることを前提にしている。そうでなければ労
働者に適切な賃金をオファーすることはできな
いからである。バロン、クレップスは、現実の
労働市場ではこうした完全情報、完全競争の仮
定は必ずしも満たされていないこと、それゆえ
企業は一般訓練と思われる内容の投資でも自ら
の負担で行う可能性があることを指摘する

（Baron and Kreps 1999、pp. 382-384）。例えば、
労働者が現在の勤務先で身につけた一般技能が
他企業にとっても有益であるとしても、同じ労
働市場圏にそうした企業が存在するとは限らな
いこと、仮に労働者が新たに一般技能を身につ
けたとしても、他の企業がその内容や程度を知
るのは困難であること、また、労働者は勤続が
長くなるに連れ現在の企業との関係特殊的な資
産が蓄積したり忠誠心が増したりして転職に慎
重になることなどである。
　最後に、バロン、クレップスによるリストの
第 3 は、C に影響する要因である。働きながら
の訓練（OJT）はしばしばさしたる努力無しに、
あるいは偶発的に行われ、目立った費用がかか
らないことも多い。しかし、全ての OJT がそう
ではなく、訓練を受ける本人、あるいは指導役
の労働者が本来の就業時間を減らす等の費用を
伴う。また、ある種の職業訓練は実際に仕事を
してみないと身につかないこともある。例えば、

「身体で覚える」ような熟練仕事、「多くの実地
経験を経ないと身につかない」経験値とその応
用力（小池和男のいわゆる「知的熟練」）などで
ある。それらの代表例の一つは徒弟制（appren-
ticeship）で、その場合の賃金は、徒弟の生産活
動への貢献分（v）から訓練費用（親方や先輩
が指導に割いた時間や労力など）を差し引いた
ものになると見られるが、実際にはさまざまな
要因によってそれより高くも低くもなり得る。
例えば、徒弟的な訓練を行う機関が、充実した
訓練を行っているとの定評があれば、本来の貢
献分よりかなり低い報酬しか払わない可能性も

する企業だけでなく、他の多くの企業にとって
も有用」なものである（p. 12）。ベッカーの理
論モデルで、「一般訓練を提供する企業は訓練か
らの収益を何ら享受できない」（p. 13）という
のは、正に「完全に一般的な訓練」の場合であっ
て、「より緩やかな意味での一般訓練」の場合に
は必ずしもそうはならない。例えば、一般訓練
と企業特殊訓練の間に補完性があると、一般訓
練だからと言って「全ての企業で限界生産物が
同じだけ上がる」ことにはならない（Baron and 
Kreps 1999、pp. 381-382）
　仮に、ある日本のメーカー（X 社）が中国に
現地法人を設け現地で生産活動を始めるとしよ
う。そのため日本の本社から生産技術の管理職
を現法の経営幹部として派遣することにした。
彼は既にこの会社で長年働き、その製品や生産
技術に詳しいのみならず、X 社の経営幹部との
信頼関係や社内人脈も十分に築いている。ただ、
彼は中国語が全くできないので、会社は派遣前
に半年間、中国語学校に派遣することにした。
そこでの学習内容は（中国語を必要とする）ど
この企業でも有用な一般訓練と言ってよい。し
かし、そこで学んだ中国語が他の企業でも X 社
と全く同じ生産性上昇効果を持つかと言えばお
そらく否である。企業が本当に中国語のできる
従業員を必要とするなら、従業員に一から中国
語を勉強させる必要はなく、既に中国語ができ
る人材を（ネイティブも含め）採用する方がた
ぶん費用対効果がよい。しかし、X 社が必要と
するのはそうした人材ではなく、既に X 社に関
する企業特殊的人的資本（経営幹部との信頼関
係や豊富な社内人脈、自社の製品や生産技術に
関する詳細な知識）を蓄積し、かつ中国人との
コミュニケーションも最低限取れるような人材
である。そうであるなら、この場合は一般訓練
と企業特殊訓練の間に補完性があり、X 社が会
社負担で彼に中国語の学習機会を与えることは
十分ペイすると思われる。一方、他社の多くに
とって、X 社の内情には通じているが中国語は
入門レベルという人材の価値はおそらくそれほ
ど高くない。
　さらに、ベッカーモデルの結論は労働市場が
完全競争的であるとの仮定にも強く依存してい
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的ではなく、図 2 に描いたように、v（τ）＞w（τ）
であるとする。つまり企業には v（τ）－w（τ）＞
0 のレントが発生している。さらに、v'（τ）＞w'

（τ）、つまりレントはτの増加関数であると仮
定するする（この条件をアセモグル、ピシュケ
は「圧縮された賃金構造」と呼ぶ）。この場合、
企業利潤（v－w－c）の 1 階の最大化条件は、v'
－w'－c'＝0、すなわち、

　v'－w'＝c'� （7）

となる。これは先に示した符号条件から、これ
を満たすτ*＞0 が存在する。また、2 階の条件
は、v''－w''－c''＜0、すなわち、

　v''－w''＜c''� （8）

となる。これは先に示した符号条件に加え、v''
＜w''（すなわちレントはτとともに増えるが、
その増え方は逓減する）を仮定すれば十分条件
となる（pp. F119-F121）6）。
　以上を要約すると、アセモグル、ピシュケは
訓練が全て一般訓練であっても、労働市場が完
全競争的でなく、企業にレントが生じる場合で、
かつそうしたレントは訓練量とともに増加する
が、その増え方は減少するという場合には、企
業は自らの利潤最大化行動の結果として一般訓
練の費用を負担することを簡明なモデルで示し
たのである。なお、アセモグル、ピシュケは実
際に企業にレントが発生し賃金圧縮が生ずる

ある（Baron and Kreps 1999、p. 387）。
　このように、企業や労働者が訓練を行うか否
か、また行う場合にどのようなタイプの訓練を、
どのような費用負担で行うかに関しては、多く
の要因が絡んでおりかなり複雑である。さらに、
上記の議論では明示的に触れなかったが、そも
そも訓練投資を行った場合、労働者の生産性が
どれだけ増加するのか（∆v）ということ自体、
決して自明ではない。もちろん、あらゆる投資
に不確実性は付き物であるが、金融資産や物的
資産（機械、工場など）の場合、少なくとも事
後的には収益率が分かるのに対し、人的資本へ
の投資の場合、それすらもはっきりしないこと
が多い。その結果、人的資本投資が過小になっ
たり、利益重視の経営者等からの圧力で投資回
収の即効性があり記録化しやすい訓練プログラ
ム（training programs having the fastest and 
easiest-to-document payback）に内容が偏った
りするおそれがある（Baron and Kreps 1999、
pp. 390-393）。

（４）　企業負担による一般訓練 － アセモグル、
ピシュケの賃金圧縮モデル

　前項では、企業が訓練費用を負担する理由を
広範囲に概観したが、Acemoglu and Pischke

（1999）は、企業が一般訓練を自らの費用負担
で労働者に提供する理由を労働市場の不完全
性、とりわけ彼らが「賃金圧縮」（wage com-
pression）と呼ぶ現象に求めた。本項では彼ら
のモデルも見ておこう。
　労働者は期間 0 に採用され一般訓練（のみ）
を受ける。その間の生産性はゼロで、期間 1 に
生産性は v（τ）＞0 となる 5）。ここでτ （タウ）は
期間 0 の訓練量を表す。また、訓練費用は c（τ）、
期間 1 の賃金は w（τ）とする。さらに、v'＞0、
v''＜0、w'＞0、w''＜0、c'＞0、c''＞0 と す る。
ここで図 2 には反するが、ベッカーモデルのよ
うに労働市場が完全競争的ならば、v（τ）＝w

（τ）となり、訓練費用は全て労働者が負担する
ことになる（その際、労働者は費用負担に必要
な蓄えがあるか、借入れが可能であるとする）

（pp. F117-F119）。
　しかし、このモデルでは労働市場が完全競争

図 2　圧縮された賃金構造と訓練投資

資料出所： Acemoglu and Pischke（1999）p. F120
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実施する教育訓練」を「計画的な OJT」と呼び、
その部分のみを把握している。これは小池

（2005）が「フォーマルな OJT」と呼ぶものに
相当する。その内容は「イ．指導員が習い手の
学ぶべき仕事を実際にやってみせ、ロ．習い手
が指導員の見まもるもとで仕事する。ハ．指導
員は自分の仕事にもどり、習い手は自分ひとり
で作業し、わからないことを聞きにいく。また
仕事のできばえを指導員に評価してもらう。
チェック項目に照らし技能の進捗を指導員が確
かめる」というものである。また、具体的な観
察指標として「a．指導員が指名され、b．訓練
成果のチェック項目が書かれていること」のい
ずれかがあることだとしている（p. 28）。
　もっとも、このような意味での OJT は、職場
に新人が入ってきたときには、多かれ少なかれ
どこでも行われているであろう（ただし、指導
員の指名や訓練成果のチェックはインフォーマ
ルなものかもしれない）。一方、新たに課長職に
昇進した者に対して、誰かが指導員としてつく
ことは通常ない。しかし、だからと言って OJT
がないとは言えまい。そこで、小池は「イン
フォーマルな OJT」としての「キャリア」、す
なわち「長期に経験する関連の深い仕事群」と
いう見方を提起する。つまり、ある特定の仕事
に対する訓練ではなく、仕事の「広がりと深さ」
によって技能のレベルやその形成方法をとらえ
ようとするのである。さらに、こうしたキャリ
アとしての OJT は、「適切なキャリアを形成す
るとき、修得コストが最小になる」というメリッ
トがある（p. 29）。
　このようにキャリアを OJT の中核とみなす
小池の考え方は、伝統的な職業訓練の分野で一
般的であるとは必ずしも言えないが、有力な理
解者は確実に存在する。例えば、ミンツバーグ

（2006）はつぎのように述べている。「今日、大
半の組織は、見習いによる学習を少なくとも正
式にはあまり奨励していない。それでも、OJT
という形で興味深いことがおこなわれている。
ここでは二つのアプローチを取り上げる。一つ
は、「素質の高い」マネジャーの自己学習の機会
を最大限増やすために、社内のさまざまな部署
を経験させるという方法。もう一つは、メンタ

ケースとして、労働移動に伴う取引費用（マッ
チングや職探し費用）、現在の企業と他の企業、
あるいは現在の企業と労働者の間の情報の非対
称性、一般技能と特殊技能の間の補完性などを
挙げているが、これらは前項のバロン、クレッ
プスの議論と重複するので、ここでは繰り返さ
ない。

（５）　OJT と Off-JT
　これまで一般訓練と特殊訓練の違いに注目し
て、それらの理論的含意を中心に説明してきた。
ところで、職業訓練に関する代表的な分類方法
としては、OJT（on-the-job training）、Off-JT

（off-the-job training）、そして自己啓発がある。
OJT とは「仕事をしながら行う」訓練、Off-JT
とは「仕事を離れて行う」訓練の意味であり、
訓練が行われる場所や時間に注目した区別であ
る。なお、Off-JT は通常の就業それ自体とは区
別されるが、労働時間に含まれる狭義の場合も、
含まれない広義の場合もある。また、自己啓発
とは通常 Off-JT の形を取り、労働者本人の意思
で自発的に行われることを強調する。
　これらのうち、実施しているか否かの把握が
容易なのは Off-JT である。例えば第 4 節で用い
る厚生労働省「能力開発基本調査」では「業務
命令に基づき、通常の仕事を一時的に離れて行
う教育訓練（研修）」を Off-JT としている。ま
た、同じく第 4 節で用いる総務省統計局「就業
構造基本調査」では「訓練や自己啓発の種類」
として、「勤め先での研修」、「大学・大学院の講
座の受講」、「専修学校・各種学校の講座の受講」、

「講習会・セミナーの傍聴」、「勉強会・研修会へ
の参加」、「通信教育の受講」、「自学・自習」、「そ
の他」を挙げるが、これらはいずれも Off-JT、
ないし自己啓発である。
　一方、OJT の把握は容易ではない。なぜなら
仕事と訓練が場所的、時間的に分離していない
ため、どこからどこまでが仕事で、どの部分が
訓練なのかを特定することが困難であるからで
ある。このため、例えば「能力開発基本調査」
では、OJT のうち「教育訓練に関する計画書を
作成するなどして教育担当者、対象者、期間、
内容などを具体的に定めて、段階的・継続的に
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1 である。まず、小池の言う「フォーマルな OJT」
は JILPT 調査（個人票）の問 13a がほぼこれに
対応しているので、これを用いて「OJT ダミー」
と「OJT 得点」を作成した。
　一方、JILPT 調査（個人票、事業所票）では、
小池の「インフォーマルな OJT」あるいは「キャ
リア」について直接尋ねた質問はない。これは、
正社員と非正社員の間で、現在担当している職
務の内容、水準がどう異なるのかという問題意
識はあっても、キャリアを通じた職務異動や職
務遂行能力の向上に関して両者に差があるのは
自明のことと考えられたためかもしれない。例
えば、連合総研が行った企業アンケート調査

（2003）によれば、正社員の場合、仕事の範囲、
勤務地、昇進の上限に関し限定はない企業が過
半数なのに対し、非正社員では逆に限定がある
企業がいずれも過半数となっている（表 2）。
　ただ、JILPT 調査（個人票）には、現在の職
務内容に関しての質問があり、その中から管理、
企画、意思決定・判断、専門知識・スキル、部
下や後輩の指導、社内の他部署との連絡 ･ 調整
職務を取り上げ、それらをどの程度やっている
か（「職務評価得点」）を見れば、ある程度仕事
の「広がりと深さ」を測ることができるかもし
れない。そこでこれを「インフォーマルな OJT」
の代理指標とし、この指標と「OJT 得点」の和
を「拡大 OJT 得点」とすることにした。ただし、
この「職務評価得点」は、おそらく正社員の上
位職務に関しては過小評価の可能性が高い。と
いうのは、同じく「管理」と言っても、上位の
職位に昇進するにつれ、管理範囲（span of con-
trol）が拡大するとともに、求められる意思決
定・判断の質や影響力が高まり、単に社内だけ
でなく社外との連絡 ･ 調整、交渉等も重要にな
るが、残念ながらこの指標ではそうした変化は
把握できないからである。
　Off-JT と自己啓発（調査では、自己啓発その
ものではなく、会社による支援について尋ねて
いる）に関しては、JILPT 調査にほぼそれらに
対応した質問があるので、それをそのまま用い
て変数を作成する。Off-JT を受けたかどうかを
示す「Off-JT ダミー」、その該当項目の数を足
し上げた「Off-JT 得点」、自己啓発のための支

リングないしコーチングにより、先輩マネ
ジャーの手助けを受けさせるという方法だ」

（p. 261）。「日本ほど体系的・徹底的ではないに
せよ、世界中の企業がこのような方法を取り入
れている。計画的人事異動とメンタリング、モ
ニタリングは、最も一般的なマネジャー育成の
方法であり続けるだろう」（pp. 266-267）。
　同時に注目されるのは、ミンツバーグは単に
管理職の仕事をさせたら OJT になるというよ
うな無責任なことを言っているのではなく、
Off-JT との相乗効果や無理のない昇進を勧め
ていることである。「なるほど、マネジメントに
は本能的な要素もあるかもしれないが、学習し
て身につけなくてはならない要素もある。それ
も、ただひたすらやってみることを通じて学ぶ
だけでなく、実践と並行して理論面の理解を深
めていくべきだ」（p. 258）。「最もよくおこなわ
れているマネジャー育成方法、いわばいきなり
水の中に突き落として泳ぎ方を覚えさせるとい
うやり方では、溺れてしまう人が多く、うまく
泳ぎはじめる人は少ない。どうにか溺れずにす
む人も、泳いでいるというよりは無様に水を跳
ね上げていると言ったほうが近い」（p.258）。

３．各種職業訓練の間の関係と雇用形態別
の状況

（１）　各種職業訓練の把握方法
　第 2 節では、一般訓練と特殊訓練、あるいは
OJT、Off-JT と自己啓発など、いくつかの職業
訓練に関するタイプ分けを見たが、それらさま
ざまなタイプの訓練の間にどのような関係があ
るのか、という疑問が湧く。また、本シリーズ
のテーマである日本の「賃金停滞」との関係で
は、雇用形態別にどのような違いがあるのかも
重要な論点である。そこで本節の（1）から（4）
項では、JILPT が 2010 年 7 月に実施した「多様
な就業形態の従業員の働き方に関する実態調査

（従業員票）」および「多様な就業形態の従業員
の活用に関する実態調査（事業所票）」を用い
て、それらの課題を明らかにしたい 7）。
　同調査を用いて、さまざまなタイプの訓練を
どのように特定、把握したかをまとめたのが表
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表 1　JILPT 従業員調査を用いた職業訓練関連指標の定義

職業訓練の種類 本分析における定義
OJT フォーマル ・小池の言う「フォーマルな OJT」にほぼ対応する質問があるので、それを利用する。

・従業員票の問 13a「日常の業務につきながら行われる教育・訓練（○はいくつでも）」
　１．上司や先輩による教育 ･ 訓練
　２．教育 ･ 訓練担当者を決めて行われる計画的な教育・訓練
　３．あてはまるものはない
→
・「OJTダミー」：上記問で 1、2 の少なくとも 1 つに○の場合 1、3 の場合 0 をとる。
・「OJT得点」：上記問で 1、2 についた○の数。

インフォーマル
（キャリア）

・小池の言う「インフォーマルな OJT」に対応する質問はない。
・�ただし、つぎの「職務評価得点」は、不完全ながら仕事の幅と深さの代理指標と言える

かもしれない。
職務評価得点 ・仕事の内容について尋ねたつぎの質問を用いて、仕事の幅と深さの指標とする。

・�従業員票の問 10「あなたの仕事には、次のような業務がどの程度含まれますか（○はそ
れぞれ一つずつ）」

　ａ．管理的な業務
　ｂ．企画的な業務
　ｃ．意思決定・判断をともなう業務
　ｄ．専門知識・スキルを求められる業務
　ｅ．部下や後輩の指導業務
　ｆ．定型的な業務
　ｇ．他の従業員の補助的な業務
　ｈ．社内の他部署との連絡 ･ 調整業務
→
・�「職務評価得点」：上記問の a、b、c、d、e、h（すなわち f と g を除く）のそれぞれにつ

いて、「大いに含まれる」=3 点、「ある程度含まれる」=2 点、「ほとんど含まれない」
=1 点、「まったく含まれない」=0 点として、それらを合計したもの。

・「拡大OJT得点」：「OJT 得点」と「職務評価得点」を加えたもの。
Off-JT ・従業員票の問 13b「職場から離れて行われる研修など（○はいくつでも）」

　１．担当している業務に直接関係する研修
　２．担当している業務とは直接関係しないが、社内の他の業務に関係する研修
　３．担当している業務とは直接関係しないが、社内のより高度な業務に関係する研修
　４．語学、パソコン・ソフトなど一般的な研修
　５．将来のキャリアアップのための研修
　６．その他
　７．特に何もしてくれない
→
・「Off-JT ダミー」：上記問で 1 ～ 6 の少なくとも 1 つに○の場合 1、7 の場合 0 をとる。
・「Off-JT 得点」：上記問で 1 ～ 6 についた○の数。

自己啓発 ・従業員票の問 13c「自己啓発のための支援（○はいくつでも）」
　１．受講料等の金銭的援助
　２．社内で自主的に講演会・セミナー・研究会等を実施する際の援助
　３．教育訓練休暇の付与
　４．就業時間の配慮
　５．社外の研修コース、通信教育コース、図書等に関する情報提供
　６．その他
　７．特に何もしてくれない
→
・「自己啓発ダミー」：上記問で 1 ～ 6 の少なくとも 1 つに○の場合 1、7 の場合 0 をとる。
・「自己啓発得点」：上記問で 1 ～ 6 についた○の数。

特殊訓練
一般訓練

・上記の問 13a、13b、13c の選択肢から、企業特殊訓練だけを取り出すことは困難。
・強いて言えば、問 13b の 4、5、問 13c の多くは一般訓練の性格が強いと思われる。
・�「一般訓練ダミー」：従業員票の問 13b の 4、5、問 13c の 1 ～ 6 のいずれかに○の場合

1、それらに○がついていない場合 0 をとる。

資料出所：奥西（2012）p. 58、図表 2-3
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う点で共通している（JILPT 2011、pp. 88、91）。
しかし、労働時間が比較的長い派遣社員の職業
訓練受講割合は低い。派遣労働は特定企業に限
定されない専門的知識が重要と思われるのにも
関わらず、一般訓練の受講割合は約 35% にとど
まっており、これは正社員の半分である。Autor 

（2001）は、アメリカの派遣会社の多くは派遣
労働者の選抜を目的として、会社負担で派遣労
働者に対して一般訓練を提供していると強調し
ているが、少なくとも日本の場合、そこで提供
される一般訓練の水準は正社員より劣っている
可能性がある。
　つぎに、職業訓練の受講程度を見るために作
成した各種得点をみると、上で見たダミー変数
の場合とほぼ同様の傾向が見られる。すなわち、
いずれの変数も正社員が最も高く、非正社員の
中では、契約社員、嘱託、請負社員が高い。
　最後に、職務内容についてみると、定型的な
業務と他の従業員の補助的な業務に関しては派
遣社員が最も高く、それ以外の業務に関しては
正社員が高い（管理的な業務のみ、僅差ではあ
るが請負社員が最も高い）。したがって、定型的
業務と補助的業務を除いて職務水準の指標を作

援を受けたかどうかを示す「自己啓発ダミー」、
その該当項目の数を足し上げた「自己啓発得点」
である。
　最後に、JILPT 調査（個人票）の質問項目を
用いて一般訓練と企業特殊訓練を分類すること
は困難であるが、Off-JT の中の「語学、パソコ
ン・ソフトなど一般的な研修」と「将来のキャ
リアアップのための研修」、自己啓発に含まれる
教育訓練は、特定企業に限定されない一般通用
性が高いとみなしても大過ないと考えられる。
そこで、これらの教育訓練を受けている場合、
一般訓練を受けているとみなす指標（「一般訓練
ダミー」）を作成した。

（２）　雇用形態別にみた各種職業訓練の実施状
況

　表 3 は、前項で定義した各種の職業訓練指標
が実際にどのようになっているかを示したもの
である。まず、各種職業訓練の受講の有無を示
すダミー変数をみると、正社員がいずれも 7 割
程度で最も高い。非正社員の中では、契約社員、
嘱託、請負社員が比較的高い。これら 3 つの雇
用形態は労働時間や契約期間が比較的長いとい

表 2　雇用形態別仕事範囲、勤務地、昇進の限定の有無
単位：%

項　目 計 正社員 非正社員
＜仕事の範囲を契約により限定しているか＞

限定している
限定していないが、実際の範囲は限定されている
限定していないし、実際の仕事も限定されていない
計（無回答を含む）

  40.8
  21.9
  35.3
100.0

  15.2
  19.8
  63.3
100.0

  62.2
  24.0
  12.6
100.0

＜勤務地は契約により限定されているか＞
限定されている
限定していないが、実際の勤務地は限定されている
限定していないし、実際の勤務地も限定されていない
計（無回答を含む）

  42.9
  20.7
  34.6
100.0

  18.0
  17.7
  63.1
100.0

  63.9
  23.7
  11.3
100.0

＜他の区分に転換せずに昇進できる管理的ポジションの上限はどこか＞
管理的なポジションにはつかない
考課はしないが、部下を指導するポジション
第 1 次考課を行うポジション
第 2 次考課を行うポジション以上

  48.2
  12.3
    8.5
  26.4

  11.6
  14.5
  15.2
  54.8

  78.9
  10.9
    3.0
    3.4

計（無回答を含む） 100.0 100.0 100.0

資料出所：連合総合生活開発研究所（2003）p. 360
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表 3　雇用形態別職業訓練関連指標の平均値、標準偏差
（　）内は標準偏差

項　目 正社員
（n=6,242）

パート
（n=2,172）

アルバイト
（n=304）

契約社員
（n=1,075）

嘱託
（n=635）

派遣社員
（n=172）

請負社員
（n=69）

その他
（n=289）

＜職業訓練受講ダミー＞
受講している場合 1、していない場合 0 のダミー変数
OJT ダミー 0.684

（0.465）
0.484

（0.500）
0.555

（0.498）
0.573

（0.495）
0.436

（0.496）
0.415

（0.494）
0.507

（0.504）
0.493

（0.501）
Off-JT ダミー 0.774

（0.418）
0.410

（0.492）
0.338

（0.474）
0.537

（0.499）
0.582

（0.494）
0.406

（0.493）
0.597

（0.494）
0.520

（0.501）
自己啓発ダミー 0.706

（0.455）
0.379

（0.485）
0.339

（0.474）
0.498

（0.500）
0.580

（0.494）
0.333

（0.473）
0.547

（0.502）
0.465

（0.500）
一般訓練ダミー 0.702

（0.458）
0.350

（0.477）
0.339

（0.474）
0.487

（0.500）
0.546

（0.498）
0.349

（0.478）
0.522

（0.503）
0.464

（0.500）
＜職業訓練受講程度＞
下記カッコ内の数字が示す得点
OJT 得点

（0-2）
0.841

（0.683）
0.522

（0.612）
0.615

（0.613）
0.669

（0.663）
0.493

（0.624）
0.465

（0.596）
0.580

（0.628）
0.536

（0.618）
職務評価得点

（0-18）
11.033

（3.857）
6.171

（4.133）
6.272

（4.191）
8.069

（4.064）
8.553

（4.243）
6.818

（3.623）
10.246

（4.501）
7.722

（4.232）
拡大 OJT 得点

（0-20）
11.885

（4.018）
6.715

（4.304）
6.897

（4.359）
8.752

（4.212）
9.065

（4.340）
7.289

（3.707）
10.877

（4.660）
8.249

（4.324）
Off-JT 得点

（0-6）
1.182

（1.020）
0.479

（0.736）
0.398

（0.687）
0.685

（0.840）
0.723

（0.821）
0.494

（0.745）
0.739

（0.760）
0.623

（0.759）
自己啓発得点

（0-6）
1.169

（1.097）
0.456

（0.761）
0.391

（0.666）
0.684

（0.919）
0.800

（0.948）
0.384

（0.643）
0.855

（1.004）
0.595

（0.811）
＜職務内容＞
それぞれ、「大いに含まれる」＝3 点、「ある程度含まれる」＝2 点、「ほとんど含まれない」＝1 点、「まったく含ま
れない」＝0 点
a. 管理 1.787

（1.023）
0.833

（0.989）
0.870

（1.001）
1.194

（1.068）
1.299

（1.111）
1.096

（1.113）
1.794

（1.050）
1.020

（1.054）
b. 企画 1.445

（0.932）
0.572

（0.784）
0.595

（0.844）
0.891

（0.890）
1.049

（0.939）
0.584

（0.746）
1.119

（0.892）
0.904

（0.956）
c. 意思決定・判断 1.946

（0.839）
1.253

（1.032）
1.288

（0.994）
1.524

（0.949）
1.573

（0.970）
1.247

（0.946）
1.833

（0.942）
1.485

（0.974）
d. 専門知識・スキル 2.195

（0.793）
1.529

（1.106）
1.504

（1.070）
1.874

（0.978）
1.898

（0.969）
1.628

（0.960）
2.217

（0.958）
1.907

（0.988）
e. 部下 ･ 後輩指導 1.782

（0.963）
0.894

（0.928）
1.037

（0.971）
1.168

（1.007）
1.329

（1.008）
0.747

（0.887）
1.700

（1.124）
1.092

（0.998）
f. 定型的 2.171

（0.749）
2.080

（0.961）
2.045

（1.033）
2.219

（0.845）
2.115

（0.877）
2.376

（0.727）
2.100

（0.896）
2.178

（0.863）
g. 補助的 1.640

（0.839）
1.878

（0.983）
1.892

（1.026）
1.855

（0.925）
1.666

（0.961）
2.145

（0.848）
1.632

（0.975）
1.993

（0.912）
h. 連絡・調整 1.927

（0.884）
1.207

（1.027）
1.074

（1.077）
1.484

（1.027）
1.570

（0.957）
1.482

（0.977）
1.717

（1.059）
1.466

（0.997）

資料出所：奥西（2012）p. 61、図表 2-5
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（より重要な仕事をしている人）ほど高度な職業
訓練の対象者として選抜される傾向が生じるで
あろう。
　そこでまず焦点になるのは、より高度な仕事
をしている人ほど職業訓練機会が多いかどうか
である。職務評価得点と OJT ダミーないし OJT
得点との相関係数は 0.2 程度とあまり高くない
が、Off-JT ダミー、Off-JT 得点、自己啓発ダ
ミー、自己啓発得点との相関係数は、0.3 から
0.4 程度とかなり高い（表 4）。職務評価得点と
OJTダミーないしOJT得点との相関係数があま
り高くないのは、ここで対象としている OJT は
小池の言う「フォーマルな OJT」であり、OJT
としてはあまり高度なレベルではないことが影
響しているのであろう。一方、職務評価得点と
拡大 OJT 得点の相関係数がほぼ 1.0 と高いの
は、拡大 OJT 得点には職務評価得点が含まれて
いるという変数作成上の理由によるもので、割
り引いて見る必要がある。
　このほか注目されるのは、OJT ダミーと Off-
JT ダミーの相関係数が 0.36、Off-JT ダミーと
自己啓発ダミーが 0.53、OJT 得点と Off-JT 得
点が 0.41、Off-JT 得点と自己啓発得点が 0.56
など、異なるタイプの職業訓練間の相関係数が
いずれもプラスで、概して高いことである。
　なお、表 4 では、全サンプルに関する相関係
数を上段に掲げたほか、正社員のみ、非正社員
のみのサンプルに対する相関係数も掲げている。
サンプルを分割した場合、変数の変動幅が小さ
くなり（つまり団子状に固まる傾向があるため）
相関係数の値は小さくなるが、全サンプルにつ
いて見られた正の相関関係は維持されている。
　ところで、原（2011）は JILPT が 2008 年 10～
12 月に実施した「働くことと学ぶことについて
の調査」を用いて、OJT や Off-JT を受講した非
正社員は、スキルレベル、仕事遂行能力に関し、
自ら上昇したと感じ、仕事の担当範囲、仕事の
レベル、仕事上の責任の大きさについてプラス
に変化したとの傾向を見出している。確かに、
それらは職業訓練の効果を示しているともとれ
るが、他方で、職務内容や職務遂行能力の向上
を前提できるからこそ、そうした職業訓練が提
供されたという選抜メカニズムの存在を示唆し

成すると（表 3 の中段にある「職務評価得点」）、
正社員が最も高く、ついで請負社員、嘱託、契
約社員の順となる。

（３）　各種職業訓練間の相関関係
　各種の職業訓練の間にどのような関係がある
のかについては、これまで理論的にも実証的に
もあまり取り上げられてこなかった。しかし、
ごく常識的な推論をすれば、OJT と Off-JT の間
には相乗効果があり、正の相関関係があると予
想される 8）。まず、OJT の側から見ると、OJT
をより多く受けるとは、より高度な、あるいは
より幅の広い仕事を経験し新たな知識、技能を
身につけていくことである。その際、ミンツバー
グが言うように「ただひたすらやってみること
を通じて学ぶだけでなく、実践と並行して理論
面の理解を深めていく」ことができれば、OJT
はより効率的、効果的に行われるであろう。一
方、Off-JT の側から見ると、Off-JT それ自体は
仕事ではなく、実際の仕事に活かしてこそ意味
がある。そしてより高度な内容の Off-JT は、よ
り高度な内容の仕事に対応しており、より高度
な仕事はより高度な OJT に対応している。した
がって、OJT と Off-JT は互いに相乗効果があ
り、相互に補完的だと考えるのが自然である。
小池（2005）は「ブルーカラーでもホワイトカ
ラーでも、仕事経験を整理し問題をこなす技能
を高めるのに Off-JT は欠かせない。ただ、Off-
JT さえよくおこなえば高度な技能が身につく
とか、Off-JT の方が効率的な技能形成方式だ、
という見解はいささか事実と異なる」（p. 45）と
述べているが、正に同じ趣旨である。
　さらに、重要な点は、OJT にせよ Off-JT にせ
よ、一般により高度なレベルになるほど訓練受
講者の選抜が厳しくなることである。それは、
従業員に対して求められる仕事能力の水準は一
様ではないので（つまり高い人も低い人もい
る）、高水準の仕事能力を求められる人、あるい
は潜在的にそうした能力を有する人により高度
な職業訓練をより多く行うことが企業にとって
合理的だからである。具体的には、訓練投資費
用が少なく（学習能力が高く）、収益回収期間が
長く（長期勤続が見込め）、訓練効果が高い人
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（４）　勤続年数と職務水準の関係
　前項では、職務に求められる能力水準の向上
が職業訓練機会の拡大と対応していることを見
た。では、職務水準自体はどのように決まって
いるのか、とりわけ雇用形態によってどう異な
るのかというのが次の課題である。具体的には、
勤続年数（「現在の会社での勤続年数」）によっ

ている可能性もあることを指摘しておきたい。
　結論的には、仕事に必要とされる能力水準が
高まるほど、職業訓練機会も増える傾向にあり、
異なる種類の職業訓練の間で正の相関関係、す
なわち補完性が見られる。こうした傾向は、全
サンプルのみならず、正社員のみのサンプル、
非正社員のみのサンプルでも見られる。

表 4　職業訓練関連指標間の相関係数
上段は全体、中段は正社員、下段は非正社員

A：職務評価得
点と各種職業訓
練のダミー変数

職務評価得点 OJT ダミー Off-JT ダミー 自己啓発ダミー 一般訓練ダミー

職務評価得点 1.000
1.000
1.000

OJT ダミー 0.193
0.116
0.136

1.000
1.000
1.000

Off-JT ダミー 0.375
0.270
0.280

0.364
0.327
0.323

1.000
1.000
1.000

自己啓発ダミー 0.334
0.234
0.267

0.301
0.255
0.275

0.534
0.476
0.506

1.000
1.000
1.000

一般訓練ダミー 0.339
0.239
0.266

0.303
0.259
0.274

0.572
0.515
0.544

0.957
0.945
0.963

1.000
1.000
1.000

B：職務評価得
点と各種職業訓
練の得点

職務評価得点 OJT 得点 拡大 OJT 得点 Off-JT 得点 自己啓発得点

職務評価得点 1.000
1.000
1.000

OJT 得点 0.225
0.154
0.163

1.000
1.000
1.000

拡大 OJT 得点 0.990
0.986
0.990

0.361
0.317
0.302

1.000
1.000
1.000

Off-JT 得点 0.370
0.283
0.275

0.411
0.378
0.369

0.414
0.335
0.319

1.000
1.000
1.000

自己啓発得点 0.344
0.259
0.262

0.352
0.324
0.298

0.380
0.304
0.296

0.559
0.511
0.529

1.000
1.000
1.000

資料出所：奥西（2012）p. 64、図表 2-6
注：サンプルサイズは、表 A の全体が 9,205、正社員は 5,509、非正社員は 3,665。表 B の全体が 9,816、正
社員は 5,776、非正社員は 4,002
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ポイントからスタートし、単調に増加を続ける
が、勤続 30 年でも増加程度は 1 ポイントに満た
ない。換言すれば、正社員と非正社員の間には、
スタート時点で既に大きな職務評価得点の格差
があり、勤続 27 年目までその格差は拡大する一
方だということである（勤続 27 年目に両者の格
差は 4.8 ポイントで最大となる）。しかも、本節
の（1）で述べたように、この職務評価得点は正
社員の上位階層に関して過小評価となっている
可能性が高い。その点も考慮すると、正社員と
非正社員の間には、そもそも企業内キャリアの
スタート時点で職務内容に差があり、その後の
初期 ･ 中期キャリアの間にその差がさらに広
がっていくと見てよい。
　結論的には、正社員と非正社員の職務内容は
キャリアのスタート時点で既に異なっており、
勤続年数との関係で言えば、両者とも職務内容
は高度化するが、正社員の方が高度化のスピー
ドが速いため、勤続 30 年目近くまで格差が一層
拡大する。

て「職務評価得点」がどう変化するかを、正社
員と非正社員で比較する 9）。
　分析に先立って、勤続年数によって非正社員
の分布がどう変化するかを確認しておきたい。
一般に、非正社員は短勤続者が多いと考えられ
るが、JILPT 調査（個人票）を用いて勤続年数
と非正社員確率の関係を推計すると、U 字型の
カーブが得られる（図 3）。つまり、非正社員は
短勤続者だけでなく長勤続者にも多く分布して
いる。その理由の大半は、正社員として長期間
勤続した後、定年を契機に嘱託に転換した、育
児休業・離職後にパートとして再雇用された、
出向して正社員以外の呼称で働いているなどの
ケースがあるためと考えられる。実際、出産・
育児後の再雇用者、定年後の再雇用者、出向者
を除くと、長勤続の非正社員は大幅に減少する。
そこで、以下の分析では、再雇用、出向等を除
いた非正社員を取り上げることにする。
　勤続年数と職務評価得点の関係をみると、正
社員は 9.5 ポイントからスタートし、勤続 31、
32 年で最大値の 12.3 ポイントに達する（図 4）。
一方、非正社員（再雇用、出向等を除く）は 6.6

図 3　勤続年数による非正社員確率の変化

資料出所：奥西（2012）p. 65、図表 2-7
注：非正社員ダミーを、勤続年数とその 2 乗を説明変数としてプロビット・モデルで推計した結果による

非
正
社
員
確
率

勤続年数

非正社員

非正社員（再雇用、出向等を除く）
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（５）　派遣労働者の職業訓練問題
　以上、2010 年実施の JILPT 調査を用いて、雇
用形態別の各種職業訓練の実施状況や、各種職
業訓練指標間の関連等について見たが、単に正
社員と非正社員の間で職業訓練の実施状況に差
があるというだけでなく、キャリアを通してみ
た職務内容高度化の度合いに大きな差があるこ
とが明らかとなった。非正社員の中でも特有の
困難を抱えると思われるのが派遣労働者であ
る。すなわち、派遣労働の場合、雇用主である
派遣元（派遣会社）と実際の就労先である派遣
先が異なり、派遣期間が短期間ということもあ
り、派遣先で長期間にわたる計画的な OJT（と
りわけキャリアとしての OJT）を行いにくいと
いう事情がある。一般に、派遣労働者が必要と
する技能はどこの企業でも通用する「一般訓練」
であって、それは派遣会社や派遣労働者本人が
行う訓練や学習で習得可能である、そして派遣
先の事業所（の特定の課）では就労年数が最長
3 年で、従事する仕事も予め限定されているた
め深い「企業特殊訓練」は必要とされない、し
たがって訓練を行う主体として重要なのは派遣

先事業所より、むしろ派遣元の派遣事業者であ
ると思われているかもしれない。しかし、そう
した想定は必ずしも正しくない。
　まず、派遣労働者の業務分野は多岐にわたる
が、一般事務従事者が 21% で最も多く（他の事
務系業務も合わせると 20 数 % 程度）、次いで製
品製造・加工処理従事者が 15%（他の生産工程
従事者も合わせると 20% 強）と多く、その他に
目立つのは情報処理・通信技術者が約 10%、営
業・販売事務従事者が約 4% などとなっている

（厚生労働省「労働者派遣事業の 2023 年 6 月 1
日現在の状況」、無期雇用と有期雇用の合計）10）。
長年の経験や高度の専門知識、能力を要する業
務は比較的少なく、多くはエントリーレベルか
ら中級程度の業務と思われる。
　では、そうした業務に相応しい技能習得方法
は何か。厚生労働省「派遣労働者実態調査（2022
年）」から引用した表 5 によると、「派遣先での
就業中の技能蓄積」（48.4%）と「派遣先の教育
訓練」（31.9%）の割合が、「派遣元の教育訓練」

（25.9%）を上回っている。一般事務労働であれ
ばパソコンを用いたビジネスソフトの利用や

図 4　勤続年数による職務評価得点の変化

資料出所：奥西（2012）p. 66、図表 2-8
注：職務評価得点を、勤続年数とその 2 乗を説明変数として線形回帰した推計結果による

職
務
評
価
得
点

勤続年数

計

正社員

非正社員

非正社員（再雇用、出向等を除く）
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　派遣労働者を受け入れている事業所が派遣労
働者にどのような教育訓練を行っているかを示
した表 6 も、こうした解釈を支持している。す
なわち、派遣労働者がいる事業所の 69.7% が派
遣労働者に教育訓練を行っているが、その圧倒
的多数である 85.1% が「働きながら行う教育訓
練・能力開発（OJT）を行った」としている。ま
た、派遣労働者が、どこでどのような教育訓練
を受けたかを示した表 7 をみると、65.5% の派
遣労働者が過去 1 年間に教育訓練を受けたが、
派遣元では 31.2%、派遣先では 37.4% となって
おり、派遣先の方がやや高い。さらに派遣元で
は Off-JT の方が OJT の割合より高いのに対し、
派遣先では OJT の方が Off-JT の割合より高く

メールのやり取り、生産現場であれば生産工程、
作業手順の理解や機械器具の操作など、多くの
企業や現場を通して共通して必要な知識や技能
はあると思われるが、それぞれの現場、企業で
他とは異なる仕事内容や手順、必要な知識もあ
るのが普通である。それは特段深い知識や技能
ではないかもしれないが、実際に仕事をする上
では必須であり、派遣先の OJT や Off-JT では
おそらくそうしたことを学んでいるものと思わ
れる。さらにこれらの内容は派遣元の派遣会社
が教えるのは困難である。なぜならそれらの知
識や技能は派遣先の企業や現場によって異な
り、派遣会社はその正確で詳細な情報を有して
いないからである。

表 5　派遣労働者が現在派遣先で就業している業務の技術・技能を習得した主な方法
（2022 年）

技術・技能を習得した主な方法（複数回答 3 つまで） 回答割合（%）
通学制の学校・専門学校
公的機関が実施する職業訓練
独学（通信教育を含む）
派遣元の教育訓練
派遣先の教育訓練
派遣先で就業中の技能蓄積
派遣関係以外の勤務先での教育訓練
派遣関係以外の勤務先で就業中の技能蓄積
その他
不明

9.3
3.1

13.8
25.9
31.9
48.4
5.5

12.9
14.0
9.8

派遣労働者計 100.0

資料出所：厚生労働省「令和 4 年 派遣労働者実態調査」

表 6　過去 1 年間の派遣労働者に対する教育訓練・能力開発の実施の有無、方法別事業所割合（2022 年）

教育訓練・能力開発の実施の有無、方法 事業所割合（%）
教育訓練・能力開発を実施した   69.7� （100.0）
 （実施した場合の方法、複数回答、実施した事業所 = 100）

働きながら行う教育訓練・能力開発（OJT）を行った
自社内の講師により教育訓練・能力開発（Off-JT）を行った（※を除く）
外部の講師を招いて教育訓練・能力開発（Off-JT）を行った（※を除く）
事業所以外の教育訓練機関で教育訓練・能力開発（Off-JT）を行った（※を除く）
e ラーニング（※）による教育訓練・能力開発を行った
派遣元が実施する教育訓練・能力開発への便宜を図った

（85.1）
（29.8）
（5.5）
（2.1）

（24.9）
（16.9）

教育訓練・能力開発を実施しなかった
不明

  27.6
    2.7

派遣労働者が就業している事業所計 100.0

資料出所：厚生労働省「令和 4 年 派遣労働者実態調査」
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なっている。
　以上から、多くの派遣労働者にとって、派遣
先での業務遂行に当たって最も有効な訓練は現
場での OJT であること、それを派遣会社が提供
するのは困難であること、一方、派遣会社はパ
ソコンスキルなど一般訓練の Off-JT の提供に
関しては比較優位があるかもしれないが、それ
らに関する派遣労働者のニーズは必ずしも強く
ないこと（おそらく派遣会社以外でもそうした
知識、技能を学ぶ機会はある）、といった傾向が
窺える。2015 年の労働者派遣法の改正（施行は
2015 年 9 月）によって、派遣元の事業主は派遣
労働者に「段階的かつ体系的に派遣就業に必要
な技能及び知識を習得することができるように
教育訓練を実施しなければならない」こととさ
れたが 11）、後出の図 7-2 を見る限り、派遣労働
者の職業訓練・自己啓発の受講割合は、勤め先
の実施によるものは 2012 年から 2022 年にかけ
て約 5% ポイント増加したものの、全体として
は停滞しており、派遣労働者の能力開発が法改
正以降格段に進んだとは言い難い。派遣労働と
いう働き方をより長いキャリアスパンの中でど
う位置づけるか、その上で、どの段階でどこが
どのような訓練機会を提供すべきかを再検討す
べきであると考える。

４．「賃金停滞期」の日本における職業訓練
の動向

（１）　厚生労働省「能力開発基本調査」による
動向

　日本の「賃金停滞期」（1990 年代後半から 2022
年頃まで）における人的資本投資の動向につい
ては、既に本シリーズの（1）で厚生労働省「就
労条件総合調査」等を用いて教育訓練費の現金
給与総額に対する比率の推移を概観した。それ
によると同比率は 1990 年代半ば以降、大きく
減少して 2020 年に至っている（奥西 2023、pp. 
18、20 の図 19）。すなわち、人的資本投資の停
滞と賃金停滞はほぼ同時期に生じていたことに
なる 12）。
　厚生労働省ではこうした労働費用に関する調
査とは別に、2001 年度以降「能力開発基本調査」
を毎年実施しており、ここではそれを用いて（時
系列比較が可能な）2008 年から 2022 年の傾向
を概観したい。
　まず、図 5 は事業所における Off-JT と計画的
な OJT の実施割合の推移を正社員と正社員以
外の別に描いている。ここで Off-JT とは「業務
命令に基づき、通常の仕事を一時的に離れて行
う教育訓練（研修）のこと」であり、実施場所
や実施主体が社内か社外かは問わないが、労働

表 7　過去 1 年間に派遣労働者が教育訓練を受けた割合、及び受けた教育訓練の内容（2022 年）

教育訓練受講の有無 派遣労働者割合（%）
教育訓練を受けたことがある 65.5
 （教育訓練を受けた場合の内容、複数回答）
　　派遣元で受けた教育訓練
　　　　入職時訓練
　　　　Off-JT（※及び＊を除く）
　　　　OJT
　　派遣先で受けた教育訓練
　　　　Off-JT（※及び＊を除く）
　　　　OJT
　　※ 派遣元又は派遣先で受けた社外での Off-JT（＊を除く）
　　＊派遣元又は派遣先で受けた e ラーニング

31.2
22.6
16.6
13.5
37.4
20.7
29.2
5.7

35.0
教育訓練を受けたことがない
不明

33.0
1.5

派遣労働者計 100.0

資料出所：厚生労働省「令和 4 年 派遣労働者実態調査」
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ジャー化等で OJT が弱体化しているとの指摘
もある。厚生労働省（2023a）の p. 19、図 28、
29 でも 80.2% の事業所が能力開発や人材開発
に関して問題があるとしており、その内訳の
ト ッ プ は「 指 導 す る 人 材 が 不 足 し て い る 」

（58.5%）である。また、奥西（2017）は管理職
の業務別時間配分に関する 2016 年の JILPT 調
査を引用して、「職場の一員としての担当業務

（予算管理・職場管理・人事管理等の管理業務以
外）」の実績時間配分が、職場の業績向上にとっ
て望ましい時間配分を約 9% ポイント上回って
いる一方、「職場メンバーの指導・育成」は約
10％ポイント下回っているとの結果を紹介し
ている 13）。
　さて、図 5 を見ると、正社員に対する Off-JT
は正社員以外に対する Off-JT よりも実施割合
が高いが（2022 年は前者の 70.4% に対し、後
者は 29.6%）、時系列的なトレンドは類似してい
る。すなわち、リーマンショック、世界金融危
機が起きた 2008 年から 2010 年にかけて減少し
た後、2019 年頃まで緩やかに増加したが、その
後コロナ禍を機に落ち込んだという推移であ

者が自発的に行う「自己啓発」は含まない。ま
た、「計画的な OJT」とは「日常の業務に就き
ながら行われる教育訓練（OJT）のうち、教育
訓練に関する計画書を作成するなどして教育担
当者、対象者、期間、内容などを具体的に定め
て、段階的・継続的に実施する教育訓練」のこ
とである（厚生労働省 2023a、「用語の説明」）。
確かに、このような限定を付けないと回答者間
で共通の認識の下 OJT 実施の有無を把握する
ことは困難と思われるが、一方でこうした定義
による OJT では、既に第 2 節（5）で述べたよ
うに、その対象はキャリア初期の者が中心とな
り、OJT の質までは把握できないことに注意が
必要である。
　例えば、厚生労働省（2023a）の p. 16、図 24
によると、計画的な OJT の職層別実施状況は、
正社員の場合、新入社員が 52.0%、中堅社員が
36.9%、管理職層が 22.7% となっている。しか
し、小池の「キャリアとしての OJT」論のよう
に、本来の OJT はより高位の職位でこそ重要と
言えるかもしれない。また、1990 年代後半以降、
組織のフラット化や管理職のプレーイングマネ

図 5　事業所における Off-JT、計画的な OJT の実施割合の推移
（事業所調査、2008-2022 年）

資料出所： 厚生労働省「能力開発基本調査」
注：調査対象事業所（常用労働者 30 人以上）のうち Off-JT や計画的な OJT を実施した事業
所割合の推移

正社員に を実施

正社員以外に を実施

正社員に計画的 を実施

正社員以外に計画的 を実施

（ ）
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る。一方、計画的な OJT の実施割合も、やはり
正社員の方が正社員以外よりも高い（2022 年は
前者の 60.2% に対し、後者は 23.9%）。時系列
的な変動は Off-JT に比べやや小さいが、やはり
2020 年以降コロナ禍による減少が見られた。
　図 6 は企業レベルにおける Off-JT、自己啓発
支援への費用支出状況の推移を描いたものであ
る。まず、2022 年に Off-JT に費用を支出した
企業の割合は 46.3%（金額は労働者 1 人当り 1.3
万円）、自己啓発支援に費用を支出した企業の割
合は 23.8%（金額は労働者 1 人当り 0.3 万円）
といずれもかなり低い。Off-JT に費用を支出し
た企業割合の推移は、先に図 5 で見た Off-JT 実
施事業所割合のトレンドと類似しており、2008
年から 2009 年と、2019 年から 2020 年にかけて
大きく落ち込んでいる。コロナ禍による Off-JT
の落ち込みは、事業活動自体が停止したり停滞
したりした場合が多いことから一見自然なよう
に思えるが、Off-JT 自体はオンラインでも行え
ること、雇用調整助成金を利用して教育訓練を
行えること、コロナ禍を機にデジタル技術の活
用を高めるなど事業転換のチャンスでもあった

こと等を考えると、こうした Off-JT の落ち込み
は気になる点である。
　そこで、「能力開発基本調査」（2022 年度調査）
で Off-JT の内容に関する質問への回答を見る
と以下の諸点を指摘できる。まず、企業が最も
重要と考える労働者（管理職を除く正社員、50
歳未満）の能力・スキルは「チームワーク、協
調性・周囲との協働力」（55.8%）が最も高く、
次いで「職種に特有の実践的スキル」（40.7%）、

「コミュニケーション能力・説得力」（32.7%）、
「課題解決スキル（分析・思考・創造力等）」
（32.1%）などとなっている。一方、「高度な専
門的知識・スキル」（10.7%）や「専門的な IT
の知識・能力（システム開発・運用、プログラ
ミング等）」（6.5%）は低い（厚生労働省 2023a、
p. 5、図 8）。
　つぎに、事業所で実施した Off-JT の内容は、
多い順に「新規採用者など初任層を対象とする
研修」（75.1%）、「新たに中堅社員となった者を
対象とする研修」（47.8%）、「ビジネスマナー等
のビジネスの基礎知識」（44.8%）、「新たに管理
職となった者を対象とする研修」（43.1%）、「マ

図 6　企業の Off-JT、自己啓発支援の費用支出状況の推移
（企業調査、2008-2022 年）

資料出所： 厚生労働省「能力開発基本調査」
注：調査対象企業（常用労働者 30 人以上）のうち、Off-JT 費用等を負担した企業の割合、
及び労働者一人当り企業による費用負担額の推移
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識別、③雇用形態別、④年齢階級別、⑤学歴別、
⑥勤め先企業規模別の 6 つである。なお、この
質問はふだん仕事をしていない人にも尋ねてい
るが、以下では分母は全て有業者（ふだん仕事
をしている人）に限定している。
　図 7-1 は男女の性別、及び就業希望意識別で
ある。ここで「就業希望意識別」とは、ふだん
仕事をしている人に、その仕事を今後も続ける
つもりかどうかを尋ねた結果によって、「この仕
事を続けたい」（継続就業希望者）、「この仕事の
ほかに別の仕事もしたい」（追加就業希望者）、

「ほかの仕事に変りたい」（転職希望者）、「仕事
をすっかりやめてしまいたい」（就業休止希望
者）の 4 つに分類した結果である。
　まず、男女計の有業者に占める訓練・自己啓
発をした者の割合（以下、単に「訓練実施割合」）
は、2007 年が 36.6%、2012 年が 38.0% と増加
したが、2017 年は 36.8%、2022 年は 35.4% と
減少した。ただし 2022 年の減少はコロナ禍の
影響があるかもしれない。もう一つ注目される
のは、訓練・自己啓発のうち勤め先が実施した
割合が停滞しているのに対し、本人が自発的に
実施した割合が一貫して増加していることであ
る。男女間の違いを見ると、訓練実施割合は男
が女を数 % ポイント上回っている。この違いは
女の方で非正規雇用割合が高いこと等を反映し
ていると思われる。また、男女とも自発的実施
割合は増加しているが、勤め先実施割合は男で
停滞、女で増加している。
　つぎに就業希望意識別の違いを見ると、訓練
実施割合が最も高いのは追加就業希望者、次い
で継続就業希望者、転職希望者となっており、
就業休止希望者が最も低い。就業休止希望者の
訓練実施割合が低いのは、本人が仕事をすっか
りやめるつもりであり、訓練投資をしてもその
収益を得る見込みがないことから自然な結果と
言える。一方、追加就業希望者と転職希望者は
ほかの仕事に就くことを視野に入れているた
め、新たな訓練を受ける必要性が高いと思われ
る。これらに対し、継続就業希望者の場合はも
う少し複雑である。現在の雇用関係が今後とも
続くなら企業、労働者とも企業特殊訓練への投
資意欲はあるはずである。しかし、特に労働者

ネジメント（管理・監督能力を高める内容など）」
（43.1%）である。一方、「業務を遂行する上で
有益な IT リテラシー」（10.9%）、「デジタル技
術を利活用して技術革新や生産性向上の提案が
できる能力」（6.5%）、「プログラム、システム
を自ら開発または運用できるスキル」（5.1%）な
どの割合は現状では低く、今後実施したいとす
る割合は増える見込みであるが、上で挙げた階
層別研修の割合には及ばない（厚生労働省 
2023a、p. 15、図 22）。
　そもそも、IT やデジタルなど新技術に関する
研修は、「企業が最も重要と考える労働者の能
力・スキル」のリストに入っていないので、一
部の専門家に任せておけばよいということかも
しれない。しかし、個人調査で労働者にこれか
ら向上させたい能力・スキルの内容を見ると（正
社員、3 つまでの複数回答）、多い順に「マネジ
メント能力・リーダーシップ」（41.6%）、「課題
解決スキル（分析・思考・創造力等）」（35.3%）、

「IT を使いこなす一般的な知識・能力（OA・事
務機器操作（オフィスソフトウェア操作など））」

（33.1%）、「コミュニケーション能力・説得力」
（25.8%）、「専門的な IT の知識・能力（システ
ム開発・運用、プログラミング等）」（25.8%）、

「高度な専門的知識・スキル」（23.6%）などと
なっている（厚生労働省 2023a、p. 40、図 60）。
この結果からは企業が行っている Off-JT の内
容と従業員が希望する内容の間には明らかにミ
スマッチの存在が窺える。

（２）　総務省統計局「就業構造基本調査」によ
る動向

　総務省統計局「就業構造基本調査」では、2007
年調査以降、5 年ごとに個人が過去 1 年間に仕
事に役立てるための訓練や自己啓発をしたかど
うかを尋ねている。さらにそうした訓練や自己
啓発は勤め先が実施したのか自発的に行ったの
かの区別（両方の場合もある）も分かるため貴
重な情報源となっている。以下では個人の属性
別に訓練・自己啓発実施率（うち勤め先実施率
と自発的実施率の別）の 15 年間（2007 年、2012
年、2017 年、2022 年）の推移を見る。取り上
げる個人属性は、①男女の性別、②就業希望意
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側は追加就業希望者や転職希望者のように新た
な投資への意欲は強くないかもしれない。実際、
継続就業希望者の場合、企業実施割合は安定的
であるが、自発的実施割合は追加就業希望者や
転職希望者より低い。

　図 7-2 は雇用形態別である。訓練実施割合が
最も高いのは正規職員・従業員であり、以下、
契約社員、派遣社員、アルバイト、パートの順
となっている。これらの違いは現在の勤め先へ
の定着性の強さ（より長く勤続する見込みがあ

図 7-1　性別・就業希望意識別過去 1 年間に仕事に役立てるための訓練や
自己啓発をした者の割合（有業者）

資料出所： 総務省統計局「就業構造基本調査」より算出

男女計 男計 女計 継続就業希望者 追加就業希望者 転職希望者 就業休止希

望者

職業訓練・自己啓発を実施

勤め先が実施

自発的に実施

（ ）

図 7-2　雇用形態別過去 1 年間に仕事に役立てるための訓練や
自己啓発をした者の割合（有業者）

資料出所： 総務省統計局「就業構造基本調査」より算出
正規職員・従業員 パート アルバイト 派遣社員 契約社員

職業訓練・自己啓発を実施

勤め先が実施

自発的に実施

（ ）
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で、企業、個人とも合理的な選択と言える。さ
らに自発的訓練実施割合に注目すると、25-34
歳層、35-44 歳層で増加傾向が目立っている。一
方、55-64 歳層で訓練実施割合（企業実施割合
と自発的実施割合の両方とも）が増加傾向にあ
ることも注目される。この間、高齢者層の労働
力参加が進んだが（本シリーズの（3）、図 5-1、
図 5-2 を参照）、その背後で新たな職種・職務で
の再訓練や転換訓練が一定程度行われているも
のと見られる。
　図 7-4 は学歴別である。訓練実施割合は高学
歴になるほど高くなる傾向が明確に見られる。
これもかつてベッカーが定式化された事実の一
つと指摘した点である。すなわち、「有能な人間
はより多くの教育やそれ以外の訓練を受ける」

（Becker 1962、p. 10）。高学歴者ほど学習コス
トが低く（例えばより短時間で、あるいはより
容易により多くのことを理解、吸収できる）、組
織の内外でより影響力の大きいポストに就く可
能性が高いとすれば、そうした傾向は合理的と
言えよう。ただし、大卒、大学院卒など多くの
学歴で訓練実施割合は低下傾向にあり、大学院
卒では自発的実施割合が企業実施割合を上回っ
ている。

るか）や、労働時間の長短を反映しているもの
と見られる。興味深い点として、正規職員・従
業員、パート、契約社員では常に勤め先実施割
合が自発的実施割合を上回っているのに対し、
派遣社員とアルバイトでは自発的実施割合が相
対的に高いことである。これら 2 つの雇用形態
では追加就業希望者や転職希望者が多く、自発
的に訓練を受ける必要性が高いという事情から
かもしれない。また、正規職員・従業員では勤
め先実施割合が横ばい、ないし低下傾向なのに
対し、自発的実施割合が増加傾向なのも目を引
く。
　図 7-3 は年齢階級別である。訓練実施割合は
若年層で高く、中年層、高年層となるに連れ低
下している。また、企業の実施割合と個人の自
発的実施割合の別に見ても同様の傾向が見られ
る。かつてベッカーは「若者は高齢者に比べ、
より頻繁に転職し、より多く学校教育や OJT を
受ける」と年齢とともに人的資本投資が低下す
ることを指摘したが（Becker 1962、p. 10）、同
様の現象をここでも確認できる。若いときの方
が学習能力が高く（投資コストが安く）、それ以
降、長期にわたって投資によって高まった能力
を活用できる（投資収益の回収期間が長い）の

図 7-3　年齢階級別過去 1 年間に仕事に役立てるための訓練や
自己啓発をした者の割合（有業者）

資料出所： 総務省統計局「就業構造基本調査」より算出
歳 歳 歳 歳 歳 歳以上

職業訓練・自己啓発を実施

勤め先が実施

自発的に実施

（ ）
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　図 7-5 は企業規模別である。総じて言えば、
企業規模が大きくなるほど、また、民間企業よ
り官公庁、その他法人・団体の方で訓練実施割
合が高い。これは大企業や官公庁等ほど高学歴
者が多いこと、また、組織への定着性も高いこ

と、さらには訓練投資を行った場合の組織や本
人へのメリットが大きい可能性があることなど
種々の要因の複合的な効果によるものと考えら
れる。また、中堅・大企業では企業実施割合が
停滞ないし低下傾向にあるのに対し、自発的実

図 7-4　学歴別過去 1 年間に仕事に役立てるための訓練や
自己啓発をした者の割合（有業者）

資料出所： 総務省統計局「就業構造基本調査」より算出
小学・中学 高校・旧制中 専門学校 短大・高専 大学 大学院 在学者

職業訓練・自己啓発を実施

勤め先が実施

自発的に実施

（ ）

図 7-5　企業規模別過去 1 年間に仕事に役立てるための訓練や
自己啓発をした者の割合（有業者）

資料出所： 総務省統計局「就業構造基本調査」より算出

人 人 人 人 人 人以上 官公庁など その他法

人・団体

職業訓練・自己啓発を実施

勤め先が実施

自発的に実施

（ ）
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間に正の相関関係があること、③正社員と非正
社員の別に勤続年数と職務評価得点の関係を見
ると、正社員では勤続につれ職務評価得点も大
きく上がるが、非正社員では職務評価得点の上
がり方が小さいことが明らかとなった。つまり
非正社員の職業訓練実施率が低いのは、キャリ
アに伴う職務拡大・充実の余地が限られている
ことが重要な要因と考えられる。特に派遣労働
の場合、実際の就労先で重要なのは派遣先での
OJT であるのに対し、派遣元でそうした訓練を
提供するのは難しいこと、また、派遣先での就
労期間が 3 年以内と限られていることなど、長
期の計画的な能力開発が困難である可能性を指
摘した。
　第 4 節では、厚生労働省「能力開発基本調査」
と総務省統計局「就業構造基本調査」を用いて、
過去 10 数年間程度の職業訓練実施率の推移を
見た。総じて言えば、この間の訓練実施率はほ
ぼ横ばいか、やや低下傾向が見られる。また、

「能力開発基本調査」によると、Off-JT の主要
内容は伝統的な階層別研修であり、従業員から
希望が出されている IT や高度な専門知識・ス
キルに関する研修は少ない。また、「就業構造基
本調査」によると、継続就業希望者の自発的訓
練実施率が追加就業希望者や転職希望者より低
いこと、また 25-34 歳層で自発的訓練実施率が
最も高く、かつ増加傾向にあるが、55-64 歳層
でも増加傾向にあることなどが目を引いた。さ
らに、正規雇用や大企業、中堅企業では企業の
訓練実施割合が停滞ないし低下する一方で、個
人の自発的訓練実施割合は増加している。企業
が提供する訓練が増えない中で、個人の自発的
な訓練が増えているのは望ましいことかもしれ
ないが、それがどれくらい現職企業での昇進、
昇給や前向きな転職等につながっているかは分
からない。

　かつてキャペリ（2001）は、20 世紀末のアメ
リカで市場原理の台頭が既存の人事制度に大き
な変容を迫っているのを目の当たりにして深刻
な懸念を抱いた。「労働市場の台頭は、（中略）
雇用関係を根本的かつ長期的に変化させうるも
のであり、計り知れないほど大きな変革をもた

施割合が上昇傾向にある点も目を引く。

５．おわりに

　本稿で明らかになったポイントを簡単にまと
めよう。
　まず、第 2 節では、職業投資訓練の経済理論
について簡単にまとめた。有名なベッカーの理
論は、職業訓練投資をどの企業でも有用な一般
訓練と、ある特定の企業でのみ有用な特殊訓練
の 2 つに分類し、一般訓練は労働者が投資費用
を全て負担するが、特殊訓練は労働者と企業が
投資費用をシェアするとした。ただし、前者の
結論は労働市場が完全競争的で労働者の生産性
等に関しても完全情報であることを前提にして
いる。しかし、現実の労働市場はさまざまな不
完全性や情報の非対称性があるので、一般訓練
の性格が強い技能であっても企業が費用を負担
することは十分にあるというのが最近の理論の
主流である。
　また、職業訓練投資の分類としては、一般訓
練と特殊訓練以外に、OJT、Off-JT、自己啓発
といった区分も実務や統計調査でよく使われ
る。このうち把握するのが最も難しいのが OJT
である。なぜなら OJT は仕事と訓練が同時に行
われることが多く、両者を截然と分けるのは困
難だからである。このため、指導内容や成果の
把握が体系的に明文化されているなどの条件を
付けて把握することが多いが、それでは上位階
層者の OJT を把握することは難しい。高度な職
務の OJT に関してはキャリアを通じての段階
的な職務経験の拡大、充実といったアプローチ
がむしろ相応しいと思われる。
　第 3 節では、 以前筆者が 2010 年の JILPT 調査
を用いて行った実証分析の結果を紹介した。そ
こでは、OJT、Off-JT などいくつかの職業訓練
タイプと職務評価得点（職務内容の幅と深さの
代理指標）の関係を雇用形態別に定量的に分析
した。その結果、①正社員と非正社員を比べる
と、正社員の方がいずれの職業訓練タイプでも
実施率が高く職務評価得点も高いこと、②正社
員と非正社員のいずれに関しても各種職業訓練
タイプ同士、あるいはそれらと職務評価得点の
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らすものと思われる」（p. 6）。「いったん市場が
組織内部に入り込むと、相互交換や長期的コ
ミットメントに基づく行動原理、内部登用や社
内人材育成、伝統的な雇用契約の根底にある公
平性に対する配慮といったものが追いやられ、
市場原理が優位を占めるようになる」（p. 15）。

「雇用の変動性と人材の内部育成に対する企業
能力の低下が相まって、個々の社員が自力でス
キルを身につける必要性は飛躍的に増してい
る。そのためには、もちろん資産（特に資金）
が必要になるわけだが、資産は社会全体に均等
に分配されているわけではない。」「若手社員は
以前よりも、経済的な安定を得るためには、リ
スクをとってでもとにかく早い時期に蓄えを作
らなくてはいけないと気をもむようになってい
る。かりに、社員が以前にも増して仕事上のリ
スクを負い、自分のキャリアをまるで起業家で
あるかのように管理しなくてはならなくなった
としたら、責任が拡大したことによるストレス
や忙しさはどのような悪影響を及ぼすのであろ
うか」（pp. 345-346）。
　近年の日本では、人口減少から企業の求人意
欲は旺盛であるが、長期雇用や企業主導の定期
異動等による OJT は弱体化し、企業の Off-JT
費用負担も抑制傾向が続いている。こうした企
業の人的資本投資の停滞傾向は、長期的には賃
金停滞以上に深刻な影響をもたらすかもしれな
い。
� （2024 年 5 月 29 日脱稿）
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巻末注
  1）	 Becker（1962）は以下のように述べており、彼の

言う“on-the-job training”は明らかにその原義に
近い意味である。「生産性は仕事それ自体によって
影響を受ける」、「多くの労働者は仕事に就きなが
ら、新しい技能を学んだり、以前からの技能に熟
達したりして生産性を上げている」、「したがって、
OJT は将来の生産性を上げる過程であり、教える
こと（teaching）に特化した機関で投資が行われ
るのではなく、むしろ仕事に就きながら投資が行
われる点で学校訓練（school training）とは異な
る」（pp. 10-11）。

  2）	 Becker（1962）は、学校（school：訓練の生産に
特化した機関）と企業（firm：財の生産と同時に
訓練を提供する機関）を区別し、両者は特定の技
能の提供に関し、しばしば代替関係にあるとする

（p. 25）。しかし、次に引用するように両者が補完
関係にある場合も指摘している。「ある種の知識は
実際的な問題と同時に関連付けられた場合により
よく習得できる、また、長期間の専門特化（した
経験）が必要なこともある。すなわち、学習と仕
事、学習と時間の間には補完性がある」、「企業と
学校の間の補完性は明文化された知識がどれくら

い利用可能かにも依存している」（p. 25）、「産業
界の新しい技能の訓練は、通常、仕事に就きなが
ら行われる。なぜならその価値に最初に気づくの
は企業であるから。しかしその需要が増えれば訓
練の一部は学校に移行する」（p. 26）。

  3）	 本文中のノーテーションはベッカーの原論文から
変更している（例えば MP を v に変更するなど）。
なお、以下の説明では限界価値生産性（v）やレ
ントの意味などは既知としている。それらに不案
内な読者は本シリーズ（1）の pp. 12-14 を参照さ
れたい。

  4）	 前項のベッカーモデルと期間設定やノーテーショ
ンが異なることに注意されたい。また、このモデ
ルでは訓練費用は機会費用のみとし、直接費用は
考慮していない。

  5）	 Acemoglu and Pischke（1999）の原典では、v（ ）
ではなく f（ ）を用いている。

  6）	 なお、Acemoglu and Pischke（1999）では、v''＜
w'' の条件は明示的に触れていない。

  7）	 以下の第 3 節（1）から（4）項は、奥西（2012）
の該当部分に依拠している。なお、同報告書はさ
まざまな個人属性を説明変数に用いた個人の職業
訓練受講確率モデルの推計結果やヨーロッパに関
する同種の推計結果との比較を含んでいる。

  8）	 この点については、巻末注 2 の Becker（1962）の
指摘も参照。

  9）	 奥西（2012）の報告書では、勤続年数と職務評価
得点の関係だけでなく、経験年数（「現在の仕事を

（他社を含めて）どのくらい経験しているか」）と
職務評価得点の関係についても分析している。そ
の結果は、正社員、非正社員とも経験年数が長く
なれば職務評価得点も上がるが、勤続年数の場合
ほど両者間の格差拡大傾向は強くない。この違い
は、同一企業内の長勤続化がもたらす企業特殊資
本、あるいは従業員の能力や適性に関する情報蓄
積の効果が、他社での同種経験を含む経験年数よ
りも強いことによるものと思われる。

10）	 厚生労働省（2024）は日本標準職業分類（中分類）
に基づく派遣労働者数（無期雇用派遣労働者と有
期雇用派遣労働者）を公表しているが、それによ
ると 1% 超の割合を占める業務は以下の通り。一
般事務従事者（21.3%）、製品製造・加工処理従事
者（15.0%）、情報処理・通信技術者（9.5%）、機
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械組立従事者（5.3%）、営業・販売事務従事者
（3.8%）、運搬従事者（3.7%）、事務用機器操作員
（3.5%）、製造技術者（3.1%）、製品検査従事者
（3.1%）、その他の運搬・清掃・包装等従事者
（2.9%）、その他の技術者（2.8%）、商品販売従事
者（2.5%）、建築・土木・測量技術者（2.0%）、介
護 サ ー ビ ス 職 業 従 事 者（1.9%）、 包 装 従 事 者

（1.7%）、生産関連・生産類似作業従事者（1.6%）、
その他の専門的職業従事者（1.1%）、会計事務従
事 者（1.1%）、 そ の 他 の サ ー ビ ス 職 業 従 事 者

（1.1%）。
11）	「派遣元事業主は、その雇用する派遣労働者が段階

的かつ体系的に派遣就業に必要な技能及び知識を
習得することができるように教育訓練を実施しな
ければならない。この場合において、当該派遣労
働者が無期雇用派遣労働者（期間を定めないで雇
用される派遣労働者をいう。以下同じ。）であると
きは、当該無期雇用派遣労働者がその職業生活の
全期間を通じてその有する能力を有効に発揮でき
るように配慮しなければならない」（労働者派遣事
業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に
関する法律、第 30 条の 2 第 1 項）。

12）	 日経連は「春闘」に向けて毎年発表する『労働問
題研究委員会報告』の中で、1996 年から 2005 年
にかけて、「総額人件費管理の徹底」を訴え続けた

（大原社会問題研究所 1997 〜 2006 年版）。さらに
本稿の第 2 節（3）の最終パラグラフでも触れたよ
うに教育訓練・研修の定量的な効果が不明確であ
るとの（主に経営者からの）批判もあって教育訓
練費の抑制傾向が強まったものと思われる。

13）	 さらに、昨今の風潮からは昭和レトロな感慨と受
け止められかねないが、ジャーナリストの井上久
男は 2007 年日産の拠点で多くの関係者にインタ
ビューした結果を次のように記している。「一般的
に、日本の自動車工場では高校卒業後に 18 歳で入
社した技能系社員を組長や工長などと呼ばれる熟
練工が鍛え上げ、10 年足らずで一人前に育てる。
そのプロセスでは、社会人としての躾に始まり私
生活上の悩みまで相談に乗る。こうした「絆」が
チームワークをつくり、助け合いの精神につな
がってきた。また、一人前に育った若手が、同じ
ように後輩を育てる。長期雇用を前提としたその
循環によって「現場力」が養われ、それが日本の
自動車の品質の高さが世界一となった理由の一つ
である。ところが、ゴーン改革以降、日産の工長
は「教育者」的な機能を失い、今やコミットメン
ト達成のための単なる「プレーヤー」に変質して
しまった」（井上 2019、「第 4 章 躓き」「コミット
メント経営の限界」）。




